
2 鯵ケ沢漁業用海管局

I 事業目的

漁船の指導と海難防止を確立するため試験船、取締船 一般漁船との聞に効率的な無線通信を行なう

ことにより、操業秩序の維持、漁場管理を適正忙し、漁業経営合理化と人命財産の保全に資する。

E 事業内容

1 実施期間昭和 46年 4月-4 7年 3月

2 交信海域

青森県沖合、日本海全域、北海道近海南部千島海域、樺太西部海おL 沿海州海域、朝鮮東部海域、

北部太平洋海域

3 担当者

主任通信士 長谷繁蔵

技 日市 竹森武

技 日市 工藤 衛

技 附 大友 てトム了ー・

4 取扱通信種別

(1) 漁業指導監督通信

A 白本海サケ、マス漁場位置報告通信

B 試験船、監視船との指揮監督通信

C 漁海況収集速報通信

D 調宜、試験、観測に関する通信

(2) 遭難、緊急、安全通信

(3) 保安、要急通信

(4) 航路警報通信

(5) 漁業気象通信

(6) 漁業通信

5 通信方法

(1 ) 無線電話(S S B方式)托よる送信受信

(2) 気象、漁海況のファックス受信

(3) 遭難波Al 209 1 KH Z専用受信

(4) 6時 30分開局、 21時 30分間局

直 事業結果

第 1 表業種男I~ 施設月u隻数

云言毛主 電信電話 電 話
併設

{ 呂 庁 船 3隻 5隻

沖合底曳 。 1 1 

イ カ専業 。 38 

イカ、マス兼業 。 5 1 

* 3隻 105隻

メ仁込1 言十

日隻

1 1 

38 

5 1 

1 08隻
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前年度計 前年度比

8隻 100労

1 1 1 00 

20 190 

49 1 04 

88隻 122 '?iる



第 2表管内船舶局無線従事者選任状況

よトごと電信級電話級
昭和 46. 3. 3 1現在 4人 20人 6 4人

昭和 47. 3. 3 1現在 4人| 40人 62人 106人

前年度比 100 % 200 % 96.8 % 120 % 

第 3表管内地広男li加入隻数

kぞ1深 市 下 青 八 i仁LI 

iiii 7甫 前 ?白 願 舘 /r掠、 戸 言十

昭和 46. 3. 3 1現在| 4隻 23隻 3隻 17室長 29隻 1隻 。隻 2隻 1隻 80隻

昭和 47. 3. 3 1現在 4 23 4 25 37 1 1 
3 2 100 

前 年 上七 100労i100係! 133% 147% i 127係 1 100% qる 150係 200労 125% 

第 4表管内船舶局無線従事者選解任件数

孟?dp月11
年月日 、¥

選
任ι1:f

昭和 46. 3. 3 1現在

昭和 47. 3町 31現在 3 1件 16件

前年度比 114 % 266% 

第 5表取扱通信実績

~ 指導通信 気 象 漁 業 事故
オート i
プラム i保安 相手局数 通信時間

{牛 時 分
1，9 9件1 件4 (牛 (牛 局

45T41| 4 1，962 23. 00 l 15 3，1 54 

5 2，480 23 35 2，6 10 8 1 27 4，175 464 30 

6 1，476 22 53 1，393 3 。 21 2，114 486 35 

7 531 22 08 1，0 10 1 。 8 1，1 94 455 15 

8 5 35 22 55 1，3 84 3 1 1 5 2，316 449 40 

9 475 23 00 1，334 4 。 1 5 2，381 437.30 

1 0 494 23 15 1，3 6 1 2 2 16 1，846 434 15 

1 1 43 5 21 50 997 1 1 10 1，557 435 '04 

1 2 339 22 55 650 1 2 22 496 448 35 

1 349 23 1 5 673 。 2 16 444 457.15 

2 201 22 45 652 。 2 1 6 266 427 45 

3 229 23 1 5 829 1 。 1 5 577 457 15 

iC7L 1 言十
件 時 分 件 イ牛 イ午 イ牛 局 時 分

9，506 274 46 14，8 8 7 28 1 2 1 96 20，52 0 5，405 . 24 

前年度計 9，058 278 40 I 1 6，8 4 5 件 件
1 6件4l| 

時 分

19 1 0 2 1，09 9 5，38 0 0 6 

前年度比 l % % % % % 
11¢91 1 

% % 

104 98.6 88.38 147 1 20 97. 26 1 00.47 
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• 

6 講 習草案務指導、枝術指者

A 特技無線椅土(無線電話甲)養成講習会

期間昭和47年 2月 20日から

昭和47年 2月 29日まで

受講者 5 9名

合格者 5 8名

会場鯵ケ沢町中央公民館

B 気象講習会 1回 4 6名

C ロラン受信講習会 1回 4 6名

D 通信反省、会 3回延 128名

E 業務指導 5回延 13 8名

F 技術指導 8 3田

7 広報の発行 規格 B5版 4頁

2回延部数 40 0部

W 事業の成果及び今後の課題

1 事業の成果

(1) 無線従事者養成講習の開催によって通信士の適正な選任が行なわれ、円滑なる通信を確保する事

ができた。

(2) 事故件数が大巾に増加したが、気象の定時放送及び気象講習の成果Kよって大きな海難が防止さ

れた。

(3) 通信反省、会と適切な業務指導は、 1漁業無線の運用能率を高め、電波法違反行為の防止となった。

特に業務指導においては、鯵ケ沢漁業協同組合の超短波 lW海埠局の新設に当って大きく貢献した。

(4) 広報の発刊は海岸局、通信士、免許人三者間との相互理解と親睦を深め、効率的な電波行政を進

める事ができた。

2 今後の課題

(1 ) 常に新しい知識と技術の向上を図るため、唯一の研修の場である全国無線協会技術研修及び東北

無線協会々議に出席することが望ましL、。

(2) ¥、か者号、海況放送については、専業船の増加に伴い、単協及び漁船の協力を得て定時放送を実施す

ることが望ましし、。

特K協力船に対しては表彰等の処置を講ずる必要がある。

(3) 所属船の大巾な増加により陸船間タイム及び回数を増加さiせる必要がある。

(4) 年々自動車雑音及び住宅密集化に伴う電波障害により、遠距離通信に支障をきたしているので、

これが対策を立てる必要性に追られている。

(5) 北太平洋及び山陰沖合との通信を円滑に行なうため、早急に短波帯8MHZの増設が必要である。

(6) 将来も無線通信土の不足が見込れるが、特に特技甲及びレー夕、一級通信士の養成が急務である。

(7) 27M  H Z S 0 S自動受信機を設備して、 1 0トン末満漁船の安全操業体制を強化する必要があ

る。
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